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i-dio と CATV が連携した自治体情報の配信実験開始！ 
「CATV網を活用した自治体情報配信実験協議会」に参画し、 

”有線“と”無線“の融合による新しい情報配信手段を提供！ 
 

   

 

 
 

株式会社エフエム東京（代表取締役社長：千代勝美）が中心となって設立した「i-dio(V-Low マルチメデ

ィア放送)」事業全体を推進する持株会社のＢＩＣ株式会社（代表取締役社長：梅本宏彦）は、新放送サー

ビス「i-dio（アイディオ）」と CATV が連携する試みとして「CATV 網を活用した自治体情報配信実験協議

会」に参画し、自治体の協力のもとで、2016年 9月 26日から実証実験を開始いたします。 
 

◆自治体からの防災情報などを i-dio と CATV経由で住民に向けて配信！ 
本実験は「i-dio」と CATV 網の相互活用による新しい自治体情報配信サービスの実現を目的として、参画す

る各団体の協力のもとで実施されます。 
 

 

＜実験イメージ＞ 

 本実験は、「i-dio」の放送波を使って防災情報を一斉同報するシステム「V-ALERT」の仕組みを使って実施し

ます。 

実験に参加いただく各自治体が配信する防災情報や避難情報、自治体からのお知らせなどのメールを放送

局で受信し、その内容を自動音声合成の仕組みを使って音声に変換し、音声と本文のテキストの両方をそのま

ま「i-dio」の放送波を使って配信します。 

 放送波で配信された情報は CATV 局のアンテナで一旦受信された後、CATV 網を経由して再放送され、それ

ぞれの自治体の施設等において有線で接続された「i-dio」の対応端末にて受信される仕組みとなります。 
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＜実験期間＞ 

   2016年 9月 26日（月）～10月 25日（火） 

 

＜参加団体＞ 

   BIC株式会社 

   東京マルチメディア放送株式会社 

   株式会社 VIP 

   東京ケーブルネットワーク株式会社 

   株式会社 J.COTT 

   DXアンテナ株式会社 

   日本アンテナ株式会社 

   （オブザーバー）総務省関東総合通信局 

   （協力）荒川区、千代田区、文京区（東京ケーブルネットワーク株式会社のサービス提供自治体） 

 

＜検証項目＞ 

   ① 「i-dio」の CATV再放送の品質検証 

   ② エリアコード付き自治体情報の伝達及び受信の検証 

   ③ CATV網を活用した自治体情報伝達に関する行政の評価検証 

 

 実証実験終了後は検証項目の取り纏めを行い、CATV 網を活用した自治体情報配信サービスを本格的に展

開し、住民への情報伝達手段の拡充に向けた活動を実施して参ります。 

 

 

 

参考資料 

 

■進化する新放送サービス『i-dio（アイディオ）』とは 

新放送サービス『i-dio』は、地上アナログテレビ放送終了後に空いた周波数帯 （VHF-Low 帯＝99MHz～

108MHz）を利用して創設された放送サービス。既存のテレビでもラジオでもない全く新しい“第３の放送”です。 

テレビは「映像」を送る、ラジオは「音声」を送ることが義務付けられていますが、「i-dio」は、映像・音響・データ

など、デジタルデータなら何でも送ることが可能。また放送波で送信するため、通信とは異なり、輻輳もなく、不

特定多数に情報を送ることができ、さらにリアルタイム放送・蓄積型放送も可能です。2016 年 7 月１日から、東

京・名古屋・大阪・福岡で放送が開始され、その後順次、全国へと拡大しています。 

i-dio公式サイト http://www.i-dio.jp/ 

 

■「V-ALERT(ヴィアラート)」とは 

「V-ALERT」は、V-Lowマルチメディア放送「i-dio」の

放送波を使って防災情報を一斉同報するシステムで、

「i-dio」のハード事業者である株式会社VIPがプラットフ

ォームを開発しています。災害時の緊急情報や避難情

報を音声のみならず、文字、画像でもすみやかに地域

住民に伝えることができます。 

また、受信端末へ放送波を使って起動信号を送るこ

とができるため、スイッチが切られた状態でも強制的に

起動することができます。 

「V-ALERT」は自治体との契約にもとづき、提供され

た情報をそのまま放送するだけでなく、エリアコードの

設定やグルーピングも可能で、土砂災害警戒区域や

沿岸部など、情報を受け取る先を詳細に細分化するこ

とも可能です。 

http://www.i-dio.jp/
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◆「V-ALERT」の自治体検討事例 

「V-ALERT」は、福岡県宗像市が試験導入し、2015年9月より「V-ALERT」対応防

災ラジオ（加賀電子MeoSound VL1）の配備を開始し、住民の暮らしの安全・安心を

確保する防災情報配信を実施しています。 

さらに、兵庫県加古川市、福島県喜多方市でも「V-ALERT」を活用した防災情報

システムの導入を決定するなど、全国各地の複数の自治体で前向きに検討を頂い

ており、順次、「V-ALERT」による災害情報伝達や平時情報の配信網が広がること

が期待されています。 

 

■「ＢＩＣ(ビーアイシー)株式会社」について 

ＢＩＣ株式会社は、エフエム東京、産業革新機構、日本政策投資銀行、ジグノシステムジャパン、フェイス、パ

ーク 24 、NEC、大日本印刷、日本電波塔など、35社が資本参加する V-Lowマルチメディア放送事業全体を推

進する持株会社です。ＶＩＰ及び東京マルチメディア放送の親会社です。 

http://bic.v-low.jp/ 

 

■「東京マルチメディア放送株式会社」について 

東京マルチメディア放送株式会社は、エフエム東京、産業革新機構、日本政策投資銀行、ジグノシステムジ

ャパン、フェイス、パーク 24、NEC、大日本印刷、日本電波塔など、35社が資本参加する V-Lowマルチメディア

放送(i-dio)事業全体を推進する BIC 株式会社を親に持つ、関東・甲信越広域圏におけるソフト事業者です。

2015年 10月 14日付で電波監理審議会において認定適当の答申を受け、2016年 7月 1日より放送を開始し

ています。 

http://www.multimedia.co.jp/ltd/ 

 

■「株式会社ＶＩＰ(ヴィアイピー)」について 

株式会社ＶＩＰは、エフエム東京、産業革新機構、日本政策投資銀行、ジグノシステムジャパン、フェイス、パ

ーク 24、NEC、大日本印刷、日本電波塔など、35 社が資本参加する V-Low マルチメディア放送(i-dio)事業全

体を推進する BIC 株式会社の 100％出資により、全国での基幹放送局提供事業を展開するハード事業者です。 

http://vip.v-low.jp/ 

 

防災ラジオ（MeoSound VL1） 

 

http://bic.v-low.jp/
http://www.multimedia.co.jp/ltd/
http://vip.v-low.jp/

